
契約書関係

【様式例１】
	土地・建物使用貸借契約書
土地及び建物の使用貸借について、○○市（町）（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）との間に、次のとおり契約を締結する。
（契約物件）
第1条  甲は、その所有に係る次の土地及び建物（以下「契約物件」という。）を○○
○○の用に供させるため、乙に無償で使用させるものとする。
（1） 土　　　　地
地　　　　番
地目及び面積
（2） 建　　　　物
所　 在 　地
構　　　　造
面　　　　積
（有効期間）
第２条　この契約の有効期間は、この契約の締結の日から○年間とする。ただし、有効期間満了の日までに、甲と乙のいずれからもなんらの申出がないときは、この契約は、更に○年間延長されたものとし、以後この例による。
（維持費の負担）
第３条　乙は、契約物件を善良な管理者の注意をもって管理するものとし、維持補修に要する費用は、乙の負担とする。
（増改築等の禁止）
第4条  乙は、甲の承諾を得ないで、契約物件に造作を加え、若しくは増改築し、又
は既存物を取り壊すなど契約物件の現状を変更するような行為をしてはならないものとする。
（転貸等の禁止）
第5条  乙は、甲の承諾を得ないで契約物件を他人に使用させ、又は使用目的外に使
用してはならないものとする。
（契約の解除）
第6条  甲は、乙がこの契約に違反したときは、催告の手続を要しないでこの契約を
解除することができるものとする。この場合において、乙が損害を受けることがあっても、甲は、その損害の責めを負わないものとする。
第7条  甲は、契約物件を公用又は公共の用に供する必要が生じたときは、この契約
を解除することができるものとする。この場合において、乙が損失を受けるときは、甲乙協議してその損失の補償をするものとする。
（原状回復）
第8条  この契約の有効期間が満了したとき、若しくはこの使用目的が終わったとき、
又は前２条の規定によりこの契約を解除されたときは、乙は、甲の指定する期日までに自己の負担において契約物件を原状に復し、甲に返還するものとする。
２　乙が前項の義務を怠り、又は履行しないときは、甲は、乙に代わってこれを施行し、その費用は乙が負担するものとする。
（協議）
第9条  この契約に定めるものを除くほか、必要な事項は、甲乙協議して定めるもの
　とする。
この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、両者記名押印の上、各１通を保
有する。
平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　甲
　　　　　　　　　　　　　　　　　乙



【様式例２】
	土地使用貸借契約書
土地の使用貸借について、貸付人○○市（町）（以下「甲」という。）と借受人○○○○（以下「乙」という。）とは、次の条項により契約を締結する。
（目的）
第1条  甲は、その所有する次に掲げる土地（以下「土地」という。）を乙に無償で貸
し付け、乙は、これを借り受ける。
（１） 所在及び地番
（２） 地　目
（３） 地　積　
（貸付期間）
第2条  土地の貸付期間（以下「貸付期間」という。）は、平成○年○月○日から平成
○年○月○日までとする。
２　乙は、貸付期間を延長しようとするときは、当該貸付期間満了の日の○日前までに、所定の普通財産貸付申請書を甲に提出しなければならない。
（土地の引渡し）
第３条  甲は、貸付期間の初日に土地をその所在する場所において乙に提供するものとする。
（指定用途）
第4条  乙は、土地を○○○○の用途（以下「指定用途」という。）に供しなければな
らない。
（指定期日）
第5条  乙は、提供を受けた土地を遅くとも平成　年　月　日（以下「指定期日」と
　いう。）から指定用途に供しなければならない。
（指定期日の変更）
第6条  乙は、天災その他やむを得ない理由により、指定期日の変更を必要とすると
　きは、詳細な理由を付した書面により甲の承認を受けなければならない。
２　前項の定めによる甲の承認は、書面によるものとする。
　（指定用途への供用の一時中止等）
第7条  乙は、天災その他やむを得ない理由により、土地の全部又は一部について指
　定用途への供用の一時中止又は指定用途の変更を必要とするときは、詳細な理由を付した書面により甲の承認を受けなければならない。
２　前条第２項の規定は、前項の場合に準用する。
　（土地の維持管理）
第８条  乙は、土地を善良な管理者の注意をもって維持管理しなければならない。
　（土地の転貸等の禁止）
第９条  乙は、甲の承諾を受けないで土地を第三者に転貸し、又はその使用の権利を譲渡してはならない。
（土地の現状変更）
第10条 乙は、土地の現状を変更しようとするときは、あらかじめ書面により甲の承認を受けなければならない。
（費用の負担）
第11条 土地の維持管理のために支出する費用は、すべて乙の負担とする。
（実地調査等）
第12条 甲は、この契約に定める乙の義務の履行状況について随時実地に調査し、又は所要の報告若しくは資料の提出を求めることができる。この場合において、乙は、正当な理由がなくてその調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。
（違約金）
第13条 乙は、次の各号の一に該当するときは、当該各号に掲げる金額を違約金として甲に支払わなければならない。
（１）第６条第１項又は第７条第１項の定めによる甲の承認を受けたときを除くほか、土地を指定期日までに指定用途に供さなかったとき、又は正当な理由がなくて前条に定める実地調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠ったとき　当該違反確認時の土地の時価の○分の○に相当する金額
（２）第７条第１項又は第９条の定めによる甲の承認を受けたときを除くほか、土地を指定用途以外の用途に供したとき又は第三者に転貸し、若しくはその使用権を譲渡したとき　当該違反確認時の土地の時価の○分の○に相当する金額
２　前項の違約金は、第１７条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しないものとする。
（契約の解除）
第14条 甲は、次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。
（１）乙がこの契約に定める義務を履行しないとき。
（２）国、地方公共団体その他公共団体において土地を公用又は公共の用に供するため必要が生じたとき。
２　乙は、前項第１号の定めによる契約の解除により損害を受けた場合は、甲に対してその補償を請求することができないものとする。
３　乙は、前項第２号の定めによる契約の解除により損害を受けた場合は、甲に対してその補償を請求することができるものとする。
　（土地の返還）
第15条 乙は、貸付期間が満了したとき又は前条第１項の定めによりこの契約を解除されたときは、甲の指定する期日までに土地を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、土地が乙の責めに帰することができない理由により滅失し、若しくは損傷しているとき又は甲が土地を原状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。
（有益費等の請求権の放棄）
第16条 乙は、貸付期間が満了したとき又は第14条第１項第１号の定めによりこの契約を解除された場合において、土地に投じた改良費等の有益費、修繕費等の必要費その他の費用があっても、これを甲に請求することができないものとする。
（損害賠償）
第17条 乙は、この契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えたときは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。
　（契約の費用）
第18条 この契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。
　（疑義の解決）
第19条 この契約について疑義が生じたときは、甲乙協議の上解決するものとする。
　（履行の決定）
第20条 前各条に定めるもののほか、この契約の履行について必要な事項は、甲乙協議の上決定するものとする。
以上の契約締結の証として、この証書２通を作成し、双方記名押印の上、各自１通
を保有する。
　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸付人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　借受人



【様式例３】
	建物使用貸借契約書
○○市（町）（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）とは、建物の使用貸借について、次のとおり契約を締結する。
（目的物件）
第1条  甲は、その所有する次の建物を乙に無償で貸し付ける。
（１）所　 在 　地
（２）構　　　　造
（３）面　　　　積
（用途）
第2条  乙は、前条の建物（以下「目的物件」という。）を○○○○用として使用し、
その他の用途には使用しないものとする。
（指定用途に供すべき始期）
第3条  乙は、目的物件を平成○年○月○日までに、前項に規定する用途（以下「指
定用途」という。）に供しなければならない。
（指定用途に供すべき期間）
第４条　乙は、目的物件を前条に規定する日から使用貸借の期間の満了の日までの間、引き続き指定用途に供しなければならない。
（貸付期間）
第５条　使用貸借の期間は、この契約締結の日から平成○年○月○日までとする。
（物件の引渡し）
第６条　甲は、目的物件を契約締結と同時に現状のまま乙に引き渡すものとする。
（契約保証金）
第7条  契約保証金は、免除する。
　（譲渡及び転貸の禁止）
第8条  乙は、この契約により生ずる権利を譲渡し、又は目的物件を転貸してはなら
　ない。
　（使用上の制限）
第9条  乙は、目的物件を善良な管理者の注意をもって維持保存しなければならない。
２　乙は、甲の承諾がなければ、目的物件の模様替えその他目的物件の原状を変更してはならない。
３　乙は、前項の承諾を受けようとするときは、事前に詳細な理由を記載した書面により申し出なければならない。
４　甲は、乙から前項の申出があったときは、遅滞無く事情を調査し、その申出に対する結果を書面により通知するものとする。
　（修繕義務等）
第10条 乙は、目的物件の修繕義務を負うものとする。
２　乙は、目的物件についての修繕費等の必要費、改良費等の有益費その他目的物件の使用に伴い要する電気、上下水道、ガス、電話等の使用料、清掃費その他の費用を負担する。
　（滅失又はき損の通知）
第11条 乙は、目的物件の全部又は一部が滅失し、又はき損した場合は、直ちに甲にその旨を通知しなければならない。
　（使用上の損傷等）
第12条 乙は、その責めに帰する理由により目的物件をき損した場合において、甲が要求するときは、乙の負担において目的物件を原状に復さなければならない。
　（実地調査等）
第13条 甲は、必要があると認めるときは、使用貸借の期間中において、その職員をして随時に乙に対し、その業務又は資産の状況に関して質問させ、関係書類その他目的物件について実地に調査させ、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。
２　乙は、前項の実地調査を拒み、若しくは妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。
　（不可抗力による契約の失効）
第14条 甲乙双方の責めに帰さない理由により、この契約に定める条項の履行が不能となったときは、この契約は、直ちに失効するものとし、相互に賠償の責めに任じないものとする。
　（解除）
第15条 甲は、次の各号に掲げるいずれかの事態が生じたときは、この契約を解除することができる。
（１）甲、国、地方公共団体その他公共団体において目的物件を公用又は公共の用に供するため必要が生じたとき。
（２）乙が第４条、第８条又は第９条の規定に違反したとき。
（３）その他乙がこの契約上の義務を履行しないとき。
　（原状回復義務）
第16条 乙は、使用貸借の期間が満了した場合にあってはその満了の日に、この契約が解除された場合にあっては甲の指定する期日までに、乙の費用で目的物件を原状に復し、甲に返還しなければならない。ただし、甲が承諾した場合は、この限りでない。
２　甲は、乙が前項の義務を履行しないときは、目的物件を原状に復し、乙からその費用を徴収することができる。
３　乙は、第１項本文に規定する日までに目的物件を原状に復さないときは、同項ただし書の規定による場合を除き、同項本文に規定する日の翌日から乙又は甲が目的物件を原状に復した日までの日数１日につき○○○円の損害金を甲に支払わなければならない。
（有益費等の請求権の放棄）
第17条 乙は、この契約が終了した場合において、目的物件についての修繕費等の必要費、改良費等の有益費その他目的物件の使用に伴い必要とする電気、上下水道、ガス、電話等の使用料、清掃費その他の費用の支出があっても、これを甲に請求しないものとする。
　（契約の費用）
第18条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。
　（信義則）
第19条 甲乙両者は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行しなければならない。
（疑義等の決定）
第20条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、甲乙協議して定めるものとする。
　（裁判管轄）
第21条 この契約に関する訴えの管轄は、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所とする。
上記契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、両者記名押印の上、各自
その１通を保有するものとする。
平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　甲
　　　　　　　　　　　　　　　　乙



収支計画書関係
【様式例１】
資金収支計画書
（自）平成　　年　　月　　日　　　　（至）平成　　年　　月　　日
	勘　定　科　目
	予　　　算
	備　考

	経
常
活
動
に
よ
る
収
支
	収
入
	介護保険収入
利用料収入
措置費収入
運営費収入
私的契約利用料収入
○○事業収入
経常経費補助金収入
寄附金収入
雑収入
借入金利息補助金収入
受取利息配当金収入
会計単位間繰入金収入
経理区分間繰入金収入
	
	

	
	
	経常収入計　（１）
	
	

	
	支
出
	人件費支出
事務費支出
事業費支出
借入金利息支出
経理区分間繰入金支出
	
	

	
	
	経常支出計　（２）
	
	

	
	経常活動資金収支差額　（３）＝（１）－（２）
	
	

	施設整備等による収支
	収
入
	施設整備等補助金収入
施設整備等寄附金収入
固定資産売却収入
	
	

	
	
	施設整備等収入計　（４）
	
	

	
	支
出
	固定資産取得支出
元入金支出
	
	

	
	
	施設整備等支出計　（５）
	
	

	
	施設整備等資金収支差額　(６)＝(４)－(５)
	
	

	財務活動による収支
	収
入
	借入金収入
投資有価証券売却収入
借入金元金償還補助金収入
積立預金取崩収入
その他の収入
	
	

	
	
	財務収入計　(７)
	
	

	
	支
出
	借入金元金償還金支出
投資有価証券取得支出
積立預金積立支出
その他の支出
流動資産評価減等による資金減少額等
	
	

	
	
	財務支出計　(８)
	
	

	
	財務活動資金収支差額　(９)＝(７)－(８)
	
	

	予備費　(１０)
	
	

	当期資金収支差額合計　(１１)＝(３)＋(６)＋ (９)－(１０)
	
	


	前期末支払資金残高　(１２)
	
	

	当期末支払資金残高　(１１)＋(１２)
	
	


（注）予備費の使用額は、当該科目に振替えて記載する。
【様式例２】
資金収支計画内訳表
（自）平成○年○月○日　（至）平成○年○月○日
	勘　　定　　科　　目
	合　計
	本　部
	○○園
	△△所

	経
常
活
動
に
よ
る
収
支
	収
入
	介護保険収入
　介護保険収入
利用料収入
　利用料収入
　利用者負担金収入
措置費収入
　事務費収入
　事業費収入
運営費収入
　運営費収入
私的契約利用料収入
　私的契約利用料収入
○○事業収入
　○○事業収入
経常経費補助金収入
　経常経費補助金収入
寄附金収入
　寄附金収入
雑収入
　雑収入
借入金利息補助金収入
　借入金利息補助金収入
受取利息配当金収入
　受取利息配当金収入
会計単位間繰入金収入
　公益事業会計繰入金収入
　収益事業会計繰入金収入
経理区分間繰入金収入
経理区分間繰入金収入
	
	
	
	

	
	
	経常収入計　(1)
	
	
	
	

	
	支
出
	人件費支出
　役員報酬
　職員俸給
　職員諸手当
　非常勤職員給与
　退職金
　退職共済掛金
　法定福利費
事務費支出
　福利厚生費
　旅費交通費
　研修費
　消耗品費
　器具什器費
　印刷製本費
　水道光熱費
　燃料費
　修繕費
　通信運搬費
　会議費
　広報費
　業務委託費
　手数料
　損害保険料
　賃借料
　租税公課
　○○費
雑費
事業費支出
　給食費
　保健衛生費
　被服費
　教養娯楽費
　日用品費
　保育材料費
　本人支給金
　水道光熱費
　燃料費
　消耗品費
　器具什器費
　賃借料
　教育指導費
　就職支度費
　医療費
　葬祭費
○○費
雑費
借入金利息支出
　借入金利息支出
経理区分間繰入金支出
　経理区分間繰入金支出
	
	
	
	

	
	
	経常支出計　(2)
	
	
	
	

	
	経常活動資金収支差額　(3)＝(1)－(2)
	
	
	
	

	施設整備等による収支
	収
入
	施設整備等補助金収入
　施設整備補助金収入
　設備整備補助金収入
施設整備等寄附金収入
　施設整備等寄附金収入
　施設整備等借入金償還寄附金収入
固定資産売却収入
　器具及び備品売却収入
　車輌運搬具売却収入
　○○売却収入
	
	
	
	

	
	
	施設整備等収入計　(4)
	
	
	
	

	
	支
出
	固定資産取得支出
　建物取得支出
　車輌運搬具取得支出
　○○取得支出
元入金支出
　公益事業会計元入金支出
　収益事業会計元入金支出
	
	
	
	

	
	
	施設整備等支出計　(5)
	
	
	
	

	
	施設整備等資金収支差額　(6)＝(4)－(5)
	
	
	
	

	財務活動による収支
	収
入
	借入金収入
　設備資金借入金収入
　長期運営資金借入金収入
投資有価証券売却収入
　投資有価証券売却収入
借入金元金償還補助金収入
　借入金元金償還補助金収入
積立預金取崩収入
　○○積立預金取崩収入
その他の収入
　長期貸付金回収収入
　○○収入
	
	
	
	

	
	
	財務収入計　(7)
	
	
	
	

	
	支
出
	借入金元金償還金支出
　設備資金借入金償還金支出
　長期運営資金借入金償還金支出
投資有価証券取得支出
　投資有価証券取得支出
積立預金積立支出
　○○積立預金積立支出
その他の支出
長期貸付金支出
○○支出
流動資産評価減等による資金減少額等
　徴収不能額
　有価証券売却益
　有価証券売却損
　有価証券評価損
　○○評価損
	
	
	
	

	
	
	財務支出計　(8)
	
	
	
	

	
	財務活動資金収支差額　(9)＝(7)－(8)
	
	
	
	

	予備費　(10)
	
	
	
	

	当期資金収支差額合計　(11)＝(3)＋(6)＋(9)－(10)
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	前期末支払資金残高　(12)
	
	
	
	

	当期末支払資金残高  (11)＋(12)
	
	
	
	


【様式例３】
資金計画書
（自）平成　　年　　月　　日　　　　（至）平成　　年　　月　　日
	必要な資金
	金　額
	調達方法
	金　額

	経常活動
	人件費支出
事務費支出
事業費支出
借入金利息支出
経理区分間繰入金支出
	
	
	

	
	経常支出計　(1)
	
	
	

	施設整備等
	固定資産取得支出
元入金支出

	
	
	

	
	施設整備等支出計　(2)
	
	
	

	財務活動
	借入金元金償還金支出
投資有価証券取得支出
積立預金積立支出
その他の支出
流動資産評価減等による資金減少額等
	
	
	

	
	財務支出計　(3)　
	
	
	

	合　　　　　計
(4)=(1)+(2)+(3)
	
	
	


地上権関係
【様式例１】
	地上権設定契約書
土地所有者○○○○（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）は、地上権設定について次のとおり契約を締結する。
（地上権設定の目的）
第１条　甲は、その所有にかかる末尾記載の土地を○○○○の用に供させる目的をもって、地上権者乙のため地上権を設定する。
（契約期間）
第２条　前条の地上権の契約期間は、平成　　年　　月　　日から前条の目的によって使用する期間とする。
（地代）
第３条　地代は無償とする。
（登記）
第４条　甲は、乙に対し、この契約締結と同時に地上権設定登記承諾書を提出するものとする。
（土地の維持管理）
第５条　この契約の対象となる土地が、天災等により流出または崩壊したときの損害の補てん又は復旧に要する費用は、乙の負担とする。
（協議）
第６条　この契約に定めのない事項については、必要に応じ甲乙協議のうえ定めるものとする。
この契約が甲乙両者間に成立したことを証し、かつこれを確守するため２通作成し、各１通を保持する。
平成　　年　　月　　日
甲　　
　　　　　　　　　　　　　　　乙
土地の表示
１　所在地　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番
２　地　目　　　宅地
３　公簿面積　　　　　㎡



注１　認定申請書には契約書原本の写しを添付すること。契約書の原本は関係者がそれぞれ保管する。
【様式例２】
	地上権設定登記誓約書
このたび、○○○○用地として地上権設定契約の締結を行った土地については、認定こども園認定後直ちに地上権の登記を設定することを誓約いたします。
平成　　年　　月　　日
○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
氏名（所有者）　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
三　重　県　知　事　　○○○○あて



財産目録関係
【様式例１】
財産目録
平成○年○月○日現在
	資産・負債の内訳
	金　　額

	Ⅰ　資産の部
　１　流動資産
　　　現金預金
　　　　現金　　　　　　現金手許有高
　　　　普通預金　　　　○○銀行　○○支店
　　　　未集金　　　　　○月分保険料
　　　　　・・・・　　　　・・・・
　　　　　　　　　　　流動資産合計
　２　固定資産
（１）基本財産
　　　　　建物　　　　　　所在○○　家屋番号○○　種別○○
　　　　　土地　　　　　　所在地番○○　地目○○
　　　　　定期預金　　　　○○銀行　○○支店
　　　　　　　　　　　基本財産合計
　（２）その他の固定資産
　　　　　車輌運搬具　　　車輌No.＊＊＊
　　　　　○○特定預金　　○○銀行　○○支店
　　　　　　・・・・　　　　・・・・
　　　　　　　　　　　その他の固定資産合計
　　　　　　　　　　　　　固定資産合計
　　　　　　　　　　　　　　資産合計
Ⅱ　負債の部
　１　流動負債
　　　　短期運営資金借入金　　○○銀行　○○支店
　　　　未払金　　　　　　　　○月分光熱水費
　　　　預り金　　　　　　　　○月分源泉所得税
　　　　　・・・・　　　　・・・・
　　　　　　　　　　　流動負債合計　
２　固定負債
　　　設備資金借入金　　　　社会福祉・医療事業団　○○支店
　　　　・・・・　　　　・・・・
　　　　　　　　　　　固定負債合計
　　　　　　　　　　　　　負債合計
	

	　　　　　　　　　　　　差引純資産
	


脚注
１　減価償却費の累計額　　　＊＊＊円
２　徴収不能引当金の額　　　＊＊＊円
注記
１　重要な会計方針
（１）貯蔵品の評価方法　　　　　　総平均法
（２）有価証券の評価方法　　　　　移動平均法
（３）退職給与引当金の計上基準　　職員の退職金の支給に備えるため、○○により計算
　　　　　　　　　　　　　　　　　した退職給与引当金を計上している。
２　重要な会計方針の変更
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
３　基本財産の増加
　　　建物（○○○○）　　　＊＊＊円
　　　土地（○○用敷地）　　＊＊＊円
４　基本金及び国庫補助金等特別積立金の取り崩し
○○施設を○○へ譲渡したことに伴い、基本金＊＊＊円及び国庫補助金等特別積立金
＊＊＊を取り崩した。
５　担保に供されている資産の種類及び金額
　　　基本財産建物　　　　　＊＊＊円
　　　基本財産土地　　　　　＊＊＊円
　　　　・・・・　　　　　　＊＊＊円
　　担保している債務の種類及び金額
　　　設備資金借入金　　　　＊＊＊円
　　　○○借入金　　　　　　＊＊＊円
６　重要な後発事象
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
貸借対照表関係
【様式例１】
貸借対照表
（自）平成○年○月○日　（至）平成○年○月○日
	資産の部
	負債の部

	
	当年度末
	前年度末
	増減
	
	当年度末
	前年度末
	増減

	流動資産
	
	
	
	流動負債
	
	
	

	　現金預金
　有価証券
　未収金
　貯蔵品
　立替金
　前払金
　短期貸付金
　仮払金
その他の　　流動資産
	
	
	
	短期運営資金借入金
　未払金
　預り金
　前受金
　仮受金
　○○引当金
その他の　　流動負債
	
	
	

	固定資産
	
	
	
	固定負債
	
	
	

	　基本財産
	
	
	
	　設備資金借入金
　長期運営資金借入金
　退職給与引当金
　○○引当金
	
	
	

	　　建物
　　土地
　 基本財産　　　特定預金
	
	
	
	
	
	
	

	その他の固定資産
	
	
	
	負債の部合計
	
	
	

	　建物
　構築物
　機械及び装置
　車輌運搬具
　器具及び備品
　土地
　建設仮勘定
　権利
　投資有価証券
　長期貸付金
　公益事業
　　会計元入金
　収益事業
会計元入金
　措置施設繰越特定預金
　○○積立預金
　その他の
固定資産
	
	
	
	純資産の部

	
	
	
	
	基本金
	
	
	

	
	
	
	
	　基本金
	
	
	

	
	
	
	
	国庫補助金等特別積立金
	
	
	

	
	
	
	
	その他の
積立金
	
	
	

	
	
	
	
	　○○積立金
	
	
	

	
	
	
	
	次期繰越活動収支差額
	
	
	

	
	
	
	
	　次期繰越活動収支差額
　（うち当期活動収支差額）
	
	
	

	
	
	
	
	純資産の部合計
	
	
	

	資産の部
合計
	
	
	
	負債及び純資産の部
合計
	
	
	



